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1.

⑴　都市計画区域

⑵　市街化区域・市街化調整区域

市街化区域及び市街化調整区域指定状況

平成13年  3月 約2,239 約2,888

平成19年  3月 約2,238 約2,889

平成 3年  3月 約2,059 約3,061

平成10年  9月 約2,238 約2,882

昭和60年  8月 約1,962 約3,158

昭和62年 10月 約2,007 約3,113

昭和45年  7月 約1,931　ha 約3,175　ha

昭和51年 12月 約1,950 約3,156

都 市 計 画

　本市の都市計画区域は、昭和33年10月に1,480haについて指定され、昭和38年10月に

5,106ha（町行政区域全域）に、昭和60年８月に5,120ha（近隣市からの行政区域の編入)に、

平成13年３月に5,127ha（国土地理院による面積精査）に変更されました。 また、平成19年

３月に行政区域の変更により都市計画区域の変更を行っております。（佐山地区、面積増減

なし）

　本市の市街化区域及び市街化調整区域は、昭和45年７月に決定され、昭和51年12月にゆり

のき台地区（区画整理事業）を、昭和60年８月に勝田台７丁目地区（行政区域の編入）を、

昭和62年10月に西八千代東部地区（区画整理事業）を、平成３年３月に辺田前地区（区画整

理事業）を、平成10年９月に西八千代北部地区（区画整理事業）及び大学町地区（開発事業

完了）を、平成13年３月に大和田新田地先（芝山）を市街化区域に編入しています。また、

平成19年３月に下市場２丁目地区の一部を市街化調整区域に編入しています。

計画決定及び変更年月 市　街　化　区　域 市 街 化 調 整 区 域



− 166 −

⑶　用途地域

約 ha

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

約

※比率に関しては、小数点第２位を四捨五入しています。

⑷　高度地区・防火地域及び準防火地域

約 ha

約

約

約

約

約

防
火
地
域
及
び

準
防
火
地
域

防 火 地 域 65

準 防 火 地 域 24

合 計 89

843

工 業 専 用 地 域 110 4.9

面 積

高
度
地
区

第 １ 種 高 度 地 区 213

第 ２ 種 高 度 地 区 630

合 計

工 業 地 域 163 7.3

準 工 業 地 域 33 1.5

近 隣 商 業 地 域 69 3.1

商 業 地 域 31 1.4

第 ２ 種 住 居 地 域 110 4.9

準 住 居 地 域 34 1.5

第２種中高層住居専用地域 59 2.6

第 １ 種 住 居 地 域 361 16.1

第 ２ 種 低 層 住居 専 用 地 域 1.7 0.1

第１種中高層住居専用地域 280 12.5

　本市の用途地域は、昭和38年12月に決定され、昭和40年10月に勝田台地区（勝田台団地造

成に伴う）の変更を行いました。

　昭和48年５月に都市計画法の改正に伴う新用途地域（８種類）を決定し、その後、昭和51

年12月、昭和53年４月、昭和58年８月、昭和60年８月、昭和62年10月、平成２年２月、平成

３年３月、平成６年12月に変更を行いました。

　更に、平成８年４月に都市計画法の改正に伴う新用途地域(12種類)を決定し、その後、平

成９年１月、平成10年９月、平成11年１月、平成13年３月、平成16年１月、平成19年３月、

平成20年８月、平成22年２月、平成22年11月、平成26年１月に変更を行っています。

区 分 面 積 比 率

第 １ 種 低 層 住居 専 用 地 域 986 44.1 ％
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⑹　住居表示実施状況

行政区域面積 51.27 ㎢、総人口 193,332人、総世帯数 82,634世帯
住居表示実施率（対面積： 8.2％、対人口： 20.2％、対世帯数： 21.1 ％）

勝 田 台 北 平成23・10・8 0.38k㎡ 1,707世帯 3,710人 1丁目～3丁目

合 計 4.22k㎡ 17,414世帯 39,103人

1丁目～6丁目

緑 が 丘

平成17・4・11

0.08k㎡ 338世帯 870人

1丁目27番

平成10・5・16 2丁目32番～39番
3丁目2番～16番

大 学 町 平成13・10・9 0.44k㎡ 577世帯 1,537人

1丁目～2丁目

勝 田 台 南 昭和60・10・7 0.39k㎡ 1,324世帯 2,993人 1丁目～3丁目

下 市 場 昭和60・10・7 0.23k㎡ 855世帯 2,009人

4丁目10番～17番
7丁目23番
8丁目11番～28番
9丁目～10丁目

八 千 代 台 北 昭和47・4・1 1.01k㎡ 4,197世帯 9,723人
3丁目12番～15番
4丁目11番～19番
8丁目～17丁目

八 千 代 台 西 昭和47・4・1 0.39k㎡ 1,595世帯 3,559人

1丁目～3丁目

八 千 代 台 東 昭和45・4・1 0.75k㎡ 4,074世帯 8,690人 1丁目～6丁目

八 千 代 台 南 昭和45・5・1 0.55k㎡ 2,747世帯 6,012人

　本市では、住居表示に関する法律（昭和37年５月10日法律第119号）に基づいて、下表のと

おり市街地化が進んだ地区から順次住居表示を実施しました。
平成26年4月1日現在

地 区 名 実施期日 実施面積 世帯数 人　口 適　　　用
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⑺　町名地番整理実施状況

行政区域面積 51.27㎢、総人口 193,332人、総世帯数 82,634世帯

町名地番整理実施率（対面積： 8.4％、対人口： 23.0 ％、対世帯数： 23.1 ％）

2.

⑴　鉄　　　道

（京成本線各駅１日平均乗降客数）

資料：京成電鉄

23 47,256人 12,088人 51,793人 111,137人

24 47,176人 12,016人 52,839人 112,121人

25 47,124人 12,201人 54,103人 113,428人

交 通 体 系

　本市の大量輸送機関は、京成本線と東葉高速線（平成８年４月開通）があり、東京方面へ

の通勤・通学者の重要な輸送手段となっています。

年度 八 千 代 台 駅 京成大和田駅 勝 田 台 駅 合 計

22 48,060人 12,303人 52,094人 112,457人

村 上 南 平成21・3・20 0.60k㎡ 2,229世帯 5,519人 1丁目～5丁目

合 計 4.30k㎡ 19,079世帯 44,496人

1丁目～4丁目

緑 が 丘 平成9・11・15 0.55k㎡ 3,257世帯 8,278人

1丁目～5丁目
 1丁目27番
 2丁目32番～39番
 3丁目2番～16番は
 住居表示

高 津 東 平成11・2・20 0.25k㎡ 768世帯 1,931人

3,036人

1丁目～8丁目
 4丁目10番～17番
 7丁目23番
 8丁目の11番～28番は
 住居表示

勝 田 台 昭和45・9・16 1.18k㎡ 5,476世帯 11,754人

1丁目～8丁目

村 上 平成元・2・11 0.19k㎡ 勝田台北に住居表示実施

ゆ り の き 台 平成4・4・1 0.98k㎡ 4,498世帯 11,403人

1丁目～7丁目
 3丁目12番～15番
 4丁目11番～19番は
 住居表示

　(旧)住宅都市整備公団や組合等の施行による区画整理事業の換地処分に合わせて、地方自

治法第260条第１項による字の区域と名称の変更(町名地番整理)を実施しました。
平成26年4月1日現在

地 区 名 実施期日 実施面積 世帯数 人　口 適　　　用

八 千 代 台 北 昭和32・12・12 0.22k㎡ 1,441世帯 2,575人

1丁目～7丁目
（7丁目は昭和50.4.1
　に佐倉市より編入)

八 千 代 台 西
昭和32・12・12

昭和38・1・1
0.33k㎡ 1,410世帯
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（東葉高速線各駅１日平均乗降客数）

⑵　バ　　　ス

①　路線バス

資料：東葉高速鉄道

　市内の路線バスは、東洋バス・京成バス・船橋新京成バス・ちばレインボーバス・千葉

シーサイドバスの５社で運行されており、京成本線及び東葉高速線の各駅と市街地を結ぶ

路線、公共施設を結ぶ路線、隣接市町村を連結する路線からバス体系が形成されていま

す。

　本市におけるバス路線は、鉄道への補助的機能を持っており、端末輸送機関として欠く

ことのできない交通手段となっています。

22 31,225人 20,938人 4,334人 30,876人 87,373人

87,306人23 31,422人 21,021人 4,422人 30,441人

年度 八千代緑が丘駅 八千代中央駅 村   上   駅 東葉勝田台駅 合　　計

91,578人25 33,726人 22,007人 4,980人 30,865人

89,195人24 32,582人 21,449人 4,753人 30,411人
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②　コミュニティバス試行運行Ⅰ

〔運行の概要〕

●運　行　日 平成25年４月１日～12月28日（毎日運行）

●運行コース ○睦小学校通学支援コース※

　と　便　数 　（登校時）米本団地　⇒　睦小学校（平日１便）

　（下校時）睦小学校　⇒　米本団地（平日２便）

○阿蘇小学校通学支援コース※

　（登校時）ふれあいプラザ　⇒　米本団地（平日１便）

　（下校時）米本団地　⇒　ふれあいプラザ（平日２便）

　　　　　　ふれあいプラザ　⇒　米本団地（平日２便）

　※通学支援コースは土日祝日及び春休み・夏休み・冬休みの間は運休

○村上駅コース

　米本団地　⇔　村上駅（平日４便、土日祝日５便）

○平戸橋コース

　米本団地　⇒（平戸経由）⇒　米本団地（循環）

（平日４便、土日祝日５便）

○市営霊園コース

　米本団地　⇒（市営霊園経由）⇒　米本団地（循環）

（平日３便、土日祝日４便）

○八千代中央駅コース

　米本団地　⇔　八千代中央駅（平日５便、土日祝日６便）

○南部コース

　八千代台南市民の森　⇒　勝田台市民文化プラザ（毎日７便）

　勝田台市民文化プラザ　⇒　八千代台南市民の森（毎日６便）

●料　　　金 200円（同じコース内は均一料金200円）未就学児は無料

小学生・中学生・障害者・障害者の介護者（1名まで）は80円

●使用車両 小型バス４台（定員47人）

　ぐるっと号は、公共施設への「交通手段がない」「駅から遠い」などの声にこたえ、平成10

年から運行してきました。運行から10年経過した平成20年、地域の実情に合った運行形態や運

行方法について協議するため、「八千代市地域公共交通会議」を設置し検討を重ね、交通不便

地域での生活交通手段の確保、バス事業者などの公共交通機関との役割分担を考え、新しいコ

ミュニティバスの試行運行を実施しました。
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●利用状況 

年度 
コース名 

平成 24 年度※1 平成 25 年度※2 

運行日数 利用者数 運行日数 利用者数 

村上駅コース 206日 1,545 人 272日 2,273 人 

平戸橋コース 206日 166 人 272日 200 人 

市営霊園コース 206日 245人 272日 362 人 

八千代中央駅コース 206日 2,225 人 272日 3,128 人 

南部コース 206日 15,242 人 272日 38,862 人 

睦小通学支援コース 129 日 1,581 人 148 日 2,084 人 

阿蘇小通学支援

※1：平成 24年度は平成 24年９月１日〜平成 25年３月 31 日

※2：平成 25年度は平成 25年４月１日〜平成 25年 12 月 28 日

コース 129 日 4,633 人 148 日 5,779 人 

合計  25,637 人  52,688 人 
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③ コミュニティバス試行運行Ⅱ 

新しいコミュニティバスの試行運行について、利用実態調査の結果等から、主な利用者を

高齢者とすること、また、コミュニティバスは路線バスを補完するものであることに留意し、

コースと運賃体系を見直し、新たに目標値を設定し試行運行を継続することとしました。 

〔運行の概要〕 

 ●運 行 日 平成２６年１月７日～平成２６年３月３１日（毎日運行） 

 ●運行コース 〇睦小学校通学支援コース※ 

  と 便 数 （登校時）米本団地 ⇒ 睦小学校（平日１便） 

（下校時）睦小学校 ⇒ 米本団地（平日２便） 

〇阿蘇小学校通学支援コース※ 

（登校時）ふれあいプラザ ⇒ 米本団地（平日１便） 

（下校時）米本団地 ⇒ ふれあいプラザ（平日２便） 

ふれあいプラザ ⇒ 米本団地（平日１便） 

※通学支援コースは土休日及び春休み・夏休み・冬休みの間は運休 

〇八千代台コース 

八千代台南市民の森 ⇒ 八千代台南市民の森（平日２便、土休日２便） 

八千代台南市民の森 ⇒ 八千代台駅西口（平日４便、土休日３便） 

八千代台駅西口 ⇒ 八千代台南市民の森（平日３便、土休日３便） 

八千代台南市民の森 ⇒ 八千代台東子供の森（平日２便） 

八千代台東子供の森 ⇒ 八千代台南市民の森（平日１便） 

〇高津コース 

高津団地 ⇔ 市民会館（平日３便、土休日３便） 

〇大和田コース 

大和田駅 ⇔ 市民会館（平日４便、土休日3.5便）  

〇勝田台コース 

勝田台駅南口 ⇔ 市民会館（平日４便、土休日3.5便）  

〇村上駅コース 

米本団地 ⇔ 八千代市役所（平日2.5便、土休日２便）  

〇平戸・小池コース 

米本団地 ⇒ 米本団地（平日４便、土休日３便） 

〇八千代中央駅コース 

睦小学校 ⇔ 八千代市役所（平日４便、土休日３便） 

 ●目標値（１か月当たり） 

八千代台コース※  650人 

高津コース 550 人 

勝田台コース 580 人 

大和田コース 520 人 

村上駅コース 490 人 

平戸・小池コース 420 人 

八千代中央駅コース 770 人 

※八千代台東小学校の通学支援を除く

コ ー ス 名 目標人数
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●料 金   基本運賃160円（村上駅コース及び八千代中央駅コースについては、区

間を設定し、区間を跨ぐ場合には200円）未就学時は無料  

        小学生・中学生・障害者・障害者の介護者（１名まで）は80円  

 

 ●使用車両  小型バス４台（定員47人）  

 

 ●利用状況 

年度 
コース名 

平成 25年度※1 
運行
日数 

利用者数 １か月平均 

八千代台コース（通学支援※2除く） 82 日 3,620 人 1,207 人 

八千代台コース（通学支援※2のみ）  82 日 3,558 人 1,186 人 

高津コース 82 日 436 人 145人 

勝田台コース 82 日 989 人 330人 

大和田コース 82 日 316 人 105人 

村上駅コース 82 日 908 人 303人 

平戸・小池コース 82 日 116 人 39 人 

八千代中央駅コース 82 日 205 人 68 人 

睦小学校通学支援コース 51日 833 人 696人 

阿蘇小学校通学支援コース 51日 2,088 人 278 人 

合計  13,069 人  

※1：平成25年度は平成26年１月７日～平成26年３月31日

※2：ここでいう通学支援には小中学生の全ての利用者が含まれています。
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3.

⑴　土地区画整理事業

土地区画整理事業実施状況

⑵　宅地開発（都市計画法に基づく開発許可等）

①　開発許可制度の概要

ア.制度の趣旨

イ.開発行為の制限

市街地整備

　本市は、首都近郊都市として都市化が進行しています。そのためスプロール化しつつある各地

区を計画的な開発・誘導により都市基盤施設の整った良好な市街地として整備を図るため、土地

区画整理事業を推進しています。

平成26年4月1日現在

施行者 地 区 名 面　積 認可年月日 施行期間 総事業費 施行状況

千円
完　了359,935

組　合 下 市 場 4.9 S47.11.08 S47～51 174,331 〃

市 村 上 18.8
ha

S42. 2.27 S41～H元年度

〃

〃 大 和 田 駅 南 口 1.6 S48.11.09 S48～50 25,000 〃

〃 大 和 田 高 津 9.9 S47.11.27 S47～51 448,051

〃

組　合 高 津 26.7 S58.12.06 S58～H15 7,638,525 〃

公　団 萱 田 98.4 S55. 1.28 S54～H 8 35,134,058

施行中

組　合 西 八 千 代 東 部 50.8 S63. 1.12 S62～H10 23,554,400 完　了

市 大 和 田 駅 南 5.3 S62.10.16 S62～H31 7,412,596

完　了

〃 上 高 野 第 １ 4.9 H13. 3.15 H12～H16 1,638,000 完　了

〃 辺 田 前 59.5 H 5. 1. 8 H 4～H21 27,000,000

施行中

個　人 萱 田 町 川 崎 山 1.6 H14. 8.28 H14～H16 344,000 完　了

都市機構西 八 千 代 北 部 140.5 H14. 1.18 H13～H33 32,656,939

完　了

　市街化区域及び市街化調整区域の線引き制度を担保し、良好かつ安全な市街地の形成

と無秩序な市街化の防止を目的としています。

　本市で開発行為を行おうとする場合、次の規模で開発行為を行う場合においては、あ

らかじめ、市長の許可を受けなければなりません。

　　・市街化区域　　　　500㎡以上の開発行為

　　・市街化調整区域　　原則として全ての開発行為

個　人 八千代台南二丁目 1.3 H18. 9.21 H18～H20 297,205
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②　条例に基づく事前協議・許可基準

ア 対象となる開発事業

・

　

・

　

・

イ 事前協議

・

ウ 隣接住民等への説明等

・

・

エ 敷地面積の最低限度

・

オ 道　　路

・

・

・

カ 公　　園

・

民等から説明会の実施を求められた場合は、説明会を行うよう努めなければなりません。

　本市は｢八千代市開発事業における事前協議の手続等に関する条例｣(平成20年12月24日

制定)、｢都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例｣(平成14年３月26日制

定)等に基づき、適切な開発事業を誘導するとともに一定の水準を確保した公共施設等が

適切に配置されるよう指導しています。

　なお、この条例等の概要は次のとおりです。

都市計画法第29条第１項の許可を要する開発行為で、開発事業区域の面積が500㎡ 

以上のもの。

建築を予定されている住宅の戸数が31戸以上の建築行為で、開発事業区域の面積が

500㎡以上のもの。

建築を予定されている店舗等の床面積が1,500㎡以上の建築行為で、開発事業区域

の面積が3,000㎡以上のもの。

条例の適用を受ける開発事業を施行しようとするときは、あらかじめ市長に申し出て、

当該計画において予定している公共施設等の整備その他規則で定める事項について、

市長と事前協議を行わなければなりません。

隣接住民等に対し、開発事業の計画の内容を説明しなければなりません。また、隣接住

は広場)及び開発区域の面積に対する整備割合を定めています。

説明の状況を、市長の求めに応じて、報告しなければなりません。

開発区域内において予定される建築物の敷地面積の最低限度は、区域・予定される

建築物の用途・開発区域の面積によって、異なった面積で定めています。

開発区域内の道路計画は、開発行為に起因し発生する交通量等を勘案して、主要な道

路、区画道路等を適切に配置し、開発区域外の既存道路と一体となって、道路の機能が

有効に発揮されるよう計画されていなければなりません。

開発区域内の道路は、開発区域の面積に応じて道路の幅員を定めています。

開発区域内の道路は、開発区域外の相当幅員の道路に接続させなければなりません。

開発区域の面積が０．３ｈａ以上の開発行為においては、公園、緑地又は広場を設置し

なければなりません。

なお、開発区域の面積及び予定建築物等の用途に応じ、設置すべき種類(公園、緑地又
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キ 排水施設

ク 給水施設

ケ 自動車駐車場及び自転車駐車場

コ 公益施設

③　市街化調整区域

④　開発行為受理状況　

市街化区域

市街化調整区域

・ 下水道計画は、分流式とし、汚水は公共下水道に直接排除するものとします。なお、排

除先の公共下水道が未整備の場合にあっては、事業者の負担で排除可能な地点まで汚水

管渠を整備し、または汚水処理施設を設置するものとします。

・ 開発事業に伴う上水道施設の計画にあっては、水道施設設計指針及び八千代市水道事業

給水条例並びに八千代市水道事業給水条例施行規程に基づいて設計するものとし、詳細

については、水道事業管理者と協議するものとします。

・ 共同住宅等の建設を目的とする開発事業にあっては､原則として計画戸数以上の自動車

駐車場の台数を確保するものとします。また、自転車駐車場においても、計画戸数以上

の台数を開発事業区域内に確保するものとします。

・ 住宅を目的とした開発事業にあっては、計画戸数に応じた施設用地を確保し、当該用地

の管理及び帰属については、別途協議するものとします。

　市街化調整区域内の開発行為等については、都市計画法及び平成１４年３月制定の「都

市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例」に基づき、許可しています。

区分 共 同 住 宅 用 戸 建 住 宅 用 そ の 他 合 計

面  積 件 数 面 積年度 件 数 面 積 件 数 面 積 件 数

23 2件 5,596㎡ 17件 93,523㎡ 5件 16,737㎡ 24件 115,856㎡

6件 22,851㎡ 21件 80,480㎡

区分 共 同 住 宅 用 戸 建 住 宅 用 そ の 他 合 計

24 4件 24,639㎡ 11件 32,990㎡

4件 11,518㎡ 24件 74,584㎡25 5件 10,459㎡ 15件 52,607㎡

件 数 面  積 件 数 面 積年度 件 数 面 積 件 数 面 積

23 3件 4,041㎡ 19件 11,396㎡ 3件 20,589㎡

41,326㎡

25件 36,026㎡

24 6件 12,430㎡ 20件 27,535㎡ 3件 1,361㎡ 29件

26,982㎡25 1件 2,977㎡ 18件 21,195㎡ 2件 2,810㎡ 21件
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4.

⑴　都市公園等施設状況

＊　市民一人当たり都市公園等面積 5.04㎡

①　八千代総合運動公園

②　村上緑地公園

公園・緑地

　本市は、首都近郊都市として急激な都市化が進み自然が減少しています。その中で、公園の整

備及び自然環境の保全等の必要性は快適な市民生活を営む上からも不可欠なものです。

　良好な生活環境、生活の質的な向上を求める住民の要望に応えるため、公園・緑地等の整備は

もとより総合運動公園、市民の森などの整備に努力しています。

　また、市民のふれあいの場としての公園・緑地等の維持管理について、住民組織等のご理解と

ご協力をいただき、住民と行政との協働による維持管理の導入を図るとともに、住民の公園に対

する愛着心の増大を図りたいと考えます。

平成26年3月31日現在

区 分 箇所数 面 積 備 考

近 隣 公 園 10 167,920都

市

公

園

街 区 公 園 240 235,628 ㎡

地 区 公 園 1 43,758

緑 道 6 2,040

運 動 公 園 1 130,612

総 合 公 園 1 108,291

都 市 緑 地 56 258,707 市民の森等8か所含

そ

の

他

児 童 遊 園 1 988

そ の 他 2 6,002

小 計 315 946,956

市 民 の 森 2 10,916

見 本 園 1 7,965

　市の中央を流れる新川沿いにあり、新川の自然と萱田の緑豊かな自然の中に造られてい
ます。
　面積13.1ヘクタール、南北に１kmもある八千代市最大の公園で、市民体育館やテニス
コート、野球場、多目的広場、冒険広場、桜の広場等があります。

　総合公園及び緩衝緑地としての機能を充実させ、工業団地の騒音等を遮断して、市民の

レクリエーションの場として整備されました。公園内には、遊具広場、散歩道、紫陽花の

谷、芝生広場等があります。

小 計 6 25,871

合 計 321 972,827
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③　市民の森・小鳥の森・樹木見本園

㎡

④　新川遊歩道

⑵　緑化推進事業

①　環境保全林

②　保存樹木

③　緑化協定

　市街化区域内の山林を所有者の協力を得て、できる限り保存しながら、ベンチ、散歩道

等を設けて、市民の憩いの場として広く開放しています。また、樹木見本園は、生け垣な

どに適した樹木を植え、家庭等で選ぶ際の参考となるよう配慮されています。

名 称 面 積 所 在 地 供用開始年月

2 八千代台南 市民 の森 10,115 八千代台南3丁目地先 昭和52. 4. 1

1 八千代台西 市民 の森 29,388 八千代台西4丁目･9丁目地先 昭和51. 7.15

4 萱 田 町 市 民 の 森 801 萱田町721-1地先 昭和59. 4.10

3 八千代台北市民 の森 15,041 八千代台北15丁目地先 昭和53. 9. 1

6 高 津 小 鳥 の 森 21,660 大和田新田109-1地先 昭和62. 5. 1

5 勝 田 市 民 の 森 14,368 勝田台南2丁目・勝田地先 昭和62. 5. 1

8 八千代台北 子供の森 26,775 八千代台北13丁目地先 昭和60. 4.10

7 黒 沢 池 市 民 の 森 14,844 村上2091-1地先 昭和63. 6. 1

10 大和田新田樹木見本園 7,965 大和田新田42-2地先 昭和58.10. 1

9 八千代台東 子供の森 5,406 八千代台東4丁目地先 昭和58. 4. 1

　恵まれた自然環境の保護と健康で豊かな街づくりを目指し昭和50年４月「八千代ふるさと

の緑を守る条例」を制定し、環境の保全と緑化に努めています。

　山林所有者の協力を得て、環境保全林として指定し、緑を守ろうという制度であり防災

や生活環境の面からも市民にとって大切な山林です。

　平成26年３月31日現在で９カ所、29,672㎡を指定しています。

　巨木のうち、一定基準以上の健全で樹容が美観上優れている樹木を永久保存しようとい

う制度です。

　平成26年３月31日現在で41カ所、樹木85本を指定しています。

  事業主と「緑化協定」を結び、緑化の推進に努めています。

11 八 勝 園 市 民 の 森 4,211 勝田台南2丁目地先 平成 4. 2. 1

　新川堤防を利用した遊歩道が全長19㎞（幅員２～３ｍ）あり、多くの市民がジョギン

グ、散策等に利用しています。
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④　県立八千代広域公園建設概要

　八千代広域公園は新川の両岸に計画された広域公園で、中核施設として県立中央図書館

の設置が予定されていましたが、平成16年に建設を断念し、その後平成19年３月までに

行われた県と市の合同検討会議で、新たな公園計画を策定すべきとの合意を得ました。こ

れを受けて、平成19年度に施設整備型から自然活用型に転換する基本計画の見直し（平成

19年２～３月パブリックコメント実施）を実施しました。

　平成20年度は基本設計（平成20年６～９月「みんなの広場」ワークショップ実施）の

見直しを行い、事業認可の変更を行いました（10年延伸）。この計画変更に伴い、事業費

も約275億円から約135億円に変更となりました。

　なお、八千代市が萱田側の用地の一部を「冒険遊び場（プレーパーク）」として平成20

年１月より暫定利用しています。

（１）事業概要

　・位　　置　　　八千代市萱田、村上地先

　・計画面積　　　53.4ｈａ(萱田地区：8.8ｈａ、村上地区：9.8ｈａ、河川：34.8ｈａ)

　・都市計画決定　平成7年3月22日

　・事業期間　　　平成7年度～平成30年度

　・総事業費　　　約135億円

　・整備のテーマ　「水辺とスポーツ・情報文化とのふれあい」

（２）用地買収

　　用地取得について、八千代市が事務の一部を受託しております。

　・買収面積　　計画：16.8ｈａ、平成25末実績：15.1ｈａ、進捗率：90.0％

（３）総合グラウンドおよび市立中央図書館・市民ギャラリーの建設

　　八千代市では、旧まちづくり交付金事業（現社会資本整備総合交付金事業）により、

　村上側のスポーツ広場および交流広場に、それぞれ総合グラウンド・市立中央図書館・

　市民ギャラリーの建設を進めています。

　

　・覚書の締結

　　平成22年３月１日、千葉県と八千代市は、県立八千代広域公園内に総合グラウンドお

　　よび市立中央図書館・市民ギャラリーの建設に関する覚書を締結し、広域公園の施設

　　の一部として、広く市民・県民の利用に供することになりました。

　

　・整備計画

　　総合グラウンド：平成24～26年度に建設工事。平成26年9月にオープン予定。

　　中央図書館・市民ギャラリー：平成25～26年度に建設工事。
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⑶　「八千代市緑の基本計画」（平成15年3月策定）

「緑の基本計画」は以下に示す内容が特徴となります。

◇都市緑地法（旧都市緑地保全法）による計画です。

都市公園等の施設として整備すべき緑地の目標水準

※ : 住区基幹公園（街区公園・近隣公園・地区公園）

都市基幹公園（総合公園・運動公園）

広域公園

都市緑地・緑道

※ 都市公園等 : 都市公園プラス公共施設緑地（公立の教育施設・市民農園・

農業公園・陸上自衛隊用地、その他公的な緑地）

将来の公園緑地の適正な配置や自然環境の保全、都市緑化の推進、緑化の体制づくり

等、緑に関する様々な施策を体系的にとりまとめ、緑豊かなまちづくりの推進を図るこ

とを目的としています。

◇将来の緑のマスタープランと都市緑化推進計画（八千代市緑化推進計画等）を統合

し、拡充した都市の緑とオープンスペースに関する計画です。

◇行政区域全体を対象とする計画であり、また、公共施設だけでなく民有地も計画の対

象となります。

年 次
基準年度

（平成14年度）
（㎡/人）

中間年度
（平成22年度）

（㎡/人）

目標年度
（平成34年度）

（㎡/人）

都 市 公 園

都 市 公 園 4.9 9.5 15.5

都 市 公 園 等 15.6 21.9 26.9
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5.

⑴　建築確認

建築確認申請処理件数

※（　）内は民間機関による処理件数を示す。

⑵　建築指導

道路位置指定

件 件

件 件

建築パトロール

回 回

件 件

中高層建築物に関する条例に基づく報告件数

件 件

指定件数 6 6

受付件数 11 19

区　　分 平成23年度 平成24年度

申請件数 6 8

区　　分 平成23年度 平成24年度

立入件数

区　　分 平成23年度 平成24年度

パトロール回数 8 8

47

6

53

42

8

50

　良好な市街地の維持及び建築物の安全性の確保等の目的のため、建築パトロールを定期的

に行っています。また、法に基づく道路位置の指定、法や条例の規定に基づく許可及び建築

協定に関する指導等を行っています。

　また、中高層建築物をめぐる建築主と近隣住民との紛争を未然に防止するために条例を設

け､建築主に標識の設置や近隣住民に対しての建築計画の説明を義務づけています。さらに､

適正な紛争の解決に資する調整として、「あっせん」・「調停」の制度があります。

　その他、ワンルーム形式共同住宅等の建築に関する指導指針を設け、指導を行っておりま

す。

建 築

　住宅、店舗、工場等の建築物を建築する場合及び工作物等を設置する場合には、工事に着

手する前に、その計画が建築基準法（以下「法」という。）その他諸法令に適合するもので

あることについて、建築確認等の申請書を提出し、建築主事の確認を受けなければなりませ

ん。本市においては、昭和60年４月１日より限定特定行政庁として、また、平成18年４月１

日からは特定行政庁として建築確認等の審査を実施しています。なお、平成11年５月１日か

らは、法改正により、新たに必要な審査能力を備える公正中立な民間機関（指定確認検査機

関）においても審査ができるようになりました。

(1109)計

(857)

(30)

(887)

平成24年度平成23年度

工作物・広告塔・擁壁・その他

建築物

区　　分

(1079)

(30)

42

6

48 (1223)

平成25年度

(1196)

(39)

213 172

件

件

回

件

件

8

20

平成25年度

6

平成25年度

平成25年度

12

205
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⑶　建設資材のリサイクル

(5)　低炭素建築物
　「都市の低炭素化の促進に関する法律」において、建築物における生活や活動に伴って発生
する二酸化炭素を抑制するための都市の低炭素化に資する措置が講じられた建築物について、
低炭素建築物として認定する制度を平成24年12月より開始しました。認定された場合、税制上
の優遇を受けることができます。

　平成25年度　低炭素建築物に関する認定件数　18件
　　※平成24年度の認定件数は０件

件 件
件 件
件 件
件 件

　コンクリート、コンクリート及び鉄からなる建設資材、木材、アスファルトコンクリート
の建設資材について、適正に分別解体等及び再資源化等の実施を確保するため、平成14年５
月30日に「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」いわゆる「建設リサイクル法」
が施行され、一定規模以上の建築物等を解体又は新築等をする場合、発注者は工事着手する
７日前までに届出を行うこと、発注者は現場において標識を提示することや建設資材ごとに
分別してリサイクルすること等が義務づけられました。

その他工作物に関する工事（土木工事等） 43 36
計 255 274

80㎡以上の解体工事 181 200
500㎡以上の新築工事 31 38

区　　分 平成23年度 平成24年度
件
件
件
件

42
321

245
34

平成25年度

(4)　長期優良住宅

　
件 件

　「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」において、長期にわたり良好な状態で使用す

るための措置が講じられた優良な住宅（長期優良住宅）について、その建築及び維持保全に

関する計画を認定する制度があります。当該住宅は認定された計画に基づき、建築及び維持

保全を行うこととなります。また税制上の優遇を受けることができます。

区　　分 平成23年度 平成24年度
長期優良住宅に関する認定件数 220 251 件

平成25年度
233

(6)　エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）

件 件
区　　分 平成23年度 平成24年度

省エネ法に基づく届出件数 54 71 件
平成25年度

52

　一定の規模以上の建築物の建築等を行う場合は、省エネ法に基づき、届出する必要があり
ます。また当該届出後に建築物の規模によっては３年毎に当該建築物の維持保全の状況につ
いて報告しなければなりません。

(7)　耐震診断・耐震改修の補助

　平成７年に発生した阪神・淡路大震災で受けた甚大な被害を教訓として、既存建築物の耐
震化を促進するために「建築物の耐震改修の促進に関する法律」が制定されました。本市で
は、地震防災対策の一環として既存建築物の耐震化を促進するため、この法律に基づき「八
千代市耐震改修促進計画」を作成しました。
　八千代市耐震改修促進計画の一環として、地震による住宅の倒壊の被害から市民の生命、
身体及び財産を保護し、安全・安心な市民生活を確保することを目的とした木造住宅の耐震
診断及び耐震改修に要する費用の一部を補助しています。

件 件
件

※木造耐震改修の補助は平成24年度より開始

木造住宅耐震診断補助件数 16 37
木造住宅耐震改修補助件数 15

区　　分 平成23年度 平成24年度
件
件

12
8

平成25年度
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(8)　住宅耐震診断・建築相談会

　市民が所有する木造住宅の耐震化の促進及び新築やリフォーム等の建築に関して、より安
心して相談してもらうことを目的に平成24年度より建築士会八千代支部と委託契約を結んで
相談会を実施しています。

区   分 平成 24 年度 平成 25 年度 
相談会実施数 10 回 10 回 
耐震相談に関する相談件数 29 件 17 件 
建築に関する相談件数 50 件 43 件 
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7.

⑴　市内道路状況

ｍ ｍ ％

市　　道 路線数　2,893 556,232.1 537,049.4 96 51

大 和 田 停 車 場 線 851 851 100

計 22,962 22,962 100 7

1

千葉・鎌ヶ谷・松戸線 2,019 2,019 100

八 千 代 ・ 宗 像 線 2,690 2,690 100 1県　　道

船 橋 ・ 印 西 線 10,819 10,819 100

千 葉 ・ 竜 ヶ 崎 線 3,298 3,298 100

5

4

幕 張 ・ 八 千 代 線 3,285 3,285 100 1

国　　道

　　　　１６ 号 9,000 9,000 100

計 15,027 15,027 100

4

　　　２９６ 号 6,027 6,027 100 1

道 路

　本市の道路は、国道１６号、国道２９６号と県道６路線に幹線市道が骨格をなし、これに生活

道路が配備されていますが、車両等の増加から車両交通量が年々増えているため一般市道の改良

拡幅整備と都市計画道路の整備に努力しています。

平成26年4月1日現在

区　分 路　　線　　名 延　　長 舗装延長 舗装率
橋梁数

(道路橋)
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⑵ 主な橋梁の概要

1. 

2.

ｍ ｍ ｍ

3. ｍ ｍ ｍ

(有効 9.75ｍ) (有効 13ｍ) (有効 3.60ｍ)

4.

6. 千円 千円 千円

7.

　市内小中学生を対象と
して橋の型式、デザイン
等を募集。

昭和56年５月完成 昭和59年３月完成 昭和59年３月完成

事 業 費 410,000 1,252,800 332,200

デザイン等

　市民から橋のイメージ
図を公募。
「輝く太陽（空）と豊か
な緑（水）」をテーマに
歩道部には張り出し（テ
ラス）を２ヵ所設け、２
体のブロンズ像を設置す
ると共に橋上の各施設に
は「八」の字を基本とし
た明るく楽しいデザイン
を施した。

　八千代総合運動公園を
横断するよう計画されて
いるため、公園との景観
を考え、橋桁の形、排水
管の位置等を考慮。

型 式
３径間連続変断面非合成
鈑桁橋

４径間及び３径間連続
鋼鈑桁橋

  332橋長    96 橋長 橋長    95

２径間連続斜張橋

5.
着 工
完 成 年 月

昭和52年12月着工 昭和56年４月着工 昭和58年４月着工

   10.75 幅員    13.80 幅員     4.40橋長･幅員 幅員

種 別 道路橋（１等橋） 道路橋（１等橋）
　　自転車及び
　　歩行者専用橋

設 置 目 的

旧村上橋は、昭和39年
に架設された農道橋であ
り、その後の交通量の増
加に伴い、橋の老朽化が
著しく、また幅員も４ｍ
と狭く、常に交通のネッ
クとなっていたことから
架け替えにより、交通の
安全確保と円滑化を図る
と共に、橋周辺が総合運
動公園等、市民の憩いの
場となっており、市民参
加により橋上にブロンズ
像を設置する等、周辺の
環境に調和し、本市のシ
ンボルとなる個性ある橋
として計画された。

本市を東西に結ぶ都市
計画道路３・４・１号線
の整備事業の一環として
一級河川印旛放水路（通
称新川）に架設し、国道
16号と市役所方面を結
ぶ。

新川大橋の路面高と新
川西側に位置する市の総
合運動公園との高低差が
８ｍあるため新川を渡る
歩行者・自転車の利便を
図ると共に公園施設への
利用を考えた。

橋梁名
村 上 橋 新 川 大 橋 な か よ し 橋

区分
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⑶　交通安全施設設置状況

　

⑷　私道舗装整備要綱

① 　適用範囲

② 　適用基準

2. 　構　　　造

⑴

⑵

⑶

③ 　権　　　利

④　　そ　の　他

路肩部が危険な崖地等に面しているときは、適当な防護施設が設けられているもの。⑷

2.　通学路その他交通安全対策上重要路線と認められるもの。

1.　都市計画法施行日以前に築造された私道。

2.　建築基準法第42条第１項第５号により築造された私道で、砂利道築造の指導により

　形成されたもの。（私道に係る住宅戸数が５戸以下のものを除く。）

3.　その他市長が特に認めたもの。

1.　原則として、私道の一端が公道またはこの要綱に基づく整備済私道、もしくはこの要

　綱の条件に合致していると認められる私道に接続しているもの。

幅員は４メートル以上のもの。

道路の縦断勾配が９パーセントを超えないもの。ただし､やむを得ないときは12パー

セントまでとする。

1.　私道のすべての権利者が舗装施工に同意し、認定業務に協力するとき。

2.　同意後、舗装その他道路工事に関する問題が生じたときは、当事者及び代表者におい

　て責任をもって解決することに同意するとき。

1.　私道の沿道住居率が50パーセント以上であるもの。ただし、幅員または区画形成上

　生活必要路線と認められるものはこの限りでない。

路面が一般通行に支障のないよう整備され、かつ、両側に排水施設が設けられてい

るもの。ただし、地形的な状況により前述の排水施設を設けることができない場合

は、他の方法によることができる。

24 234 ｍ 20 基 7,777 ｍ ― 6 基

25 86 ｍ 7 基 5,986 ｍ ―

6,658 ｍ 3 基 ―

―

23 302 ｍ 23 基

道路照明 道路標識年　度 防 護 柵 道路反射鏡 区 画 線 補 修
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⑸　道路占用料

円

　工事用施設、工事用材料置場
　占用面積１平方
　メートルにつき

１月 850

　前各号に該当しないその他のもの
　１平方メートル
　又は１基につき

１月 180

ア　　ー　　チ
　車道を横断するもの

　１基につき １月
5,900

　その他のもの 3,000

　看板類（アーチであるものを除く）
　表示面積１平方
　メートルにつき

１年 5,300

　自動車停留所標識 　１本につき １年 1,400

　歩廊、雪よけその他これらに類する施設
　占用面積１平方
　メートルにつき

１年
2,200

　上空又は地下に設ける通路 4,300

　水道管、下水道
　管、ガス管、電
　線　その他これ
　らに類する物件

外径10センチメートル未満

　長さ１メートルに
　つき

１年

120

外径10センチメートル以上
　　30センチメートル未満

360

外径30センチメートル以上 630

変圧塔その他これに類するもの及び公衆電話所 　１個につき　 １年 2,200

　広　告　塔　
　表示面積１平方
　メートルにつき

１年 8,500

電　　話　　柱
( 電柱である

　ものを除く。)

　本柱
　１本につき １年

620

　支線、支線柱 620

平成26年4月1日現在

占 用 物 件 単 位 占 用 料

電　　　　　柱
　本柱

　１本につき １年
1,700

　支線、支線柱 1,700


